
第1条（規約の適用） 
本規約は、株式会社ベイ・コミュニケーションズ（以下「当社」という。）と、「IP電話サービス契約約款」（以
下「ケーブルライン電話約款」という。）に準じて、ソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）より
当社を介してケーブルラインサービス（以下「ケーブルライン」という。）の提供を受ける者（以下「契約者」
という。）との間における、設備の設置、料金の請求等について適用します。

第2条（設備の設置）
契約者は、ケーブルラインへの申込みをもって、当社がケーブルラインに必要となる設備の設置を実施す
ることにつき、承認したものとします。工事及び保守等は当社指定の機器、工法等により、すべて当社又は
当社の指定する業者が行うものとします。 
２　当社は別途定める「光端末設備貸出サービスに関する契約条項」に基づき、WMTA機器を契約者に
貸与します。

3　施設の設置、保守の工事を行うために必要がある時は、契約者の承認を得て契約者が所有又は占有 
する土地、建物その他の工作物等に立ち入り、又はこれら及び電気・水等を無償で使用できるものと
します。この場合において、地主、家主その他利害関係者へは契約者があらかじめ承認を得ておくも
のとし、利害関係者との交渉に関して責任を負うものとします。

4　共同住宅等の共聴施設により契約者がサービスを受ける場合は、別途協議するものとします。

第3条（債権の譲渡等）
契約者は、ケーブルライン電話約款の規定により支払を要することとなった料金その他の債務に係る債
権が、ソフトバンクの定めるところにより当社に譲渡されること、その結果、当社が当該債権を契約者に請
求することを承諾したものとします。また、この場合、契約者は、当社及びソフトバンクが契約者への債権
譲渡に関する個別の通知又は承認の請求を省略することにつき承諾したものとします。

第4条（料金等） 
第2条第1項に定める設備の設置に伴う料金（以下「設置料金」という。）は契約者負担とします。また、ソ
フトバンクが提供するケーブルラインに係る料金はケーブルライン電話約款に定めるところによります。
２　設置料金および前条に基づきソフトバンクが当社に債権譲渡した料金（以下併せて「本利用料金」と
いう。）の支払い方法は、当社と契約者の間で別に定めるところによります。また、その請求については
当社指定締日で行うこととします。

３　契約者は、本規約に規定する手続の請求を行い当社がこれを承諾したときは、手続に関する料金の
支払いを要します。ただし、その手続の着手前にその契約の解除又は請求の取り消しがあったとき
は、この限りでありません。

４　契約者が、本利用料金の支払を不当に免れた場合は、その免れた額のほか、その免れた額（消費税 
等相当額を加算しない額）の２倍に相当する額に消費税等相当額を加算した額を割増金として、当
社が別に定める方法によりお支払いいただきます。

５　契約者が、料金その他の債務（延滞利息を除く）について支払期日を経過してもなお支払わない場合
には、支払期日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年14.5％の延滞利息を、当社が別
に定める方法によりお支払いいただきます。ただし、支払期日の翌日から起算して10日以内に支払が
あった場合はこの限りではありません。

６　料金の滞納があった場合、請求書を発行のうえ、翌月分と合算した料金を請求いたします。
　　なお、請求書を発行した場合、当社が規定する請求書等発行手数料の支払いが必要です。

第5条（サポート） 
契約者がケーブルラインを利用できない場合は、契約者の設備、利用様態に問題が無いことを確認のう
え、当社に申告していただきます。
２　前項の申告に基づき、当社は当社およびソフトバンクの設備の修理又は対応（以下「サポート」とい
う。）の為の手配を行います。ただし、利用環境、様態および申告の時間帯等により対応できない、又
は相応の時間を要する場合があります。

３　第１項の申告があるにもかかわらず、契約者の設備、利用様態に問題がある場合、ならびに当社又は
ソフトバンクの責に帰すことのできない事由により契約者が本サービスを利用できない場合、当社は
前項のサポートの責を負いません。

第6条（サービス提供の停止等） 
契約者が本利用料金等の債務について、支払期日を経過してもなお支払わない場合（支払い期日を経過
した後、当社が指定する料金収納事務を行う事業者以外において支払われた場合であって、当社がその
支払いの事実を確認できない場合を含みます）はケーブルライン電話約款に定めるところにより、ケーブ
ルラインの提供を停止することがあります。
２　当社は、前項の規定により、ケーブルラインの提供を停止するときは、あらかじめ当社が定める方法
により、提供を停止する旨を契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではあり
ません。

３　第1項の規定によりサービスが停止になった場合でも、契約者は本利用料金を支払うものとします。
４　当社は、施設管理の必要上、又は天災事変等、当社の責に帰さない事由によりサービスの提供を停
止することがあります。ただし、本項の停止による損害の賠償には応じません。

第7条（承諾の限界） 
当社は、契約者からの工事その他の依頼があった場合に、その依頼を承諾することが技術的に困難であ
るとき、若しくは保守することが著しく困難であるとき、契約者が本利用料金その他債務の支払いを現に
怠り若しくは怠る恐れがあると認められる相当の理由があるとき等、当社の業務遂行上支障があるとき
は、その依頼を承諾しないことがあります。この場合は、依頼者に通知します。ただし、この契約において別
段の定めがある場合には、その定めるところによります。

第8条（解約）
契約者は、ケーブルラインを解約するときは、ケーブルライン電話約款の規定に基づき当社に申出るもの
とします。
２　番号ポータビリティを利用している契約者がケーブルラインを解約するときは、契約者は、当社への
解約申出の前に他社への番号ポータビリティ手続きを完了しておくものとします。

３　ケーブルラインを解約する場合、契約者は解約日の属する月分までの利用料及び開設工事費の残債
を一括で支払うものとします。

4　解約の場合、当社はサービスの提供を停止し、契約者は解約後1ヶ月以内に宅内機器（WMTA機器）
を当社に返却するものとします。なお、1ヶ月を過ぎて返却のない場合は、契約者は当社に対し、別に
1台あたり15,400円の弁済金を支払うものとします。

5　解約の場合、当社は、当社に帰する電気通信設備の資産等を撤去いたします。ただし、撤去にともな 
い契約者が所有もしくは占有する土地、建物その他の工作物等の回復を要する場合には、契約者が

自己の負担でその復旧工事を行うものとします。

第9条（当社が行う契約の解除） 
当社は、次の場合には、その契約を解除することがあります。
（１）第6条（サービス提供の停止等）の規定によりケーブルラインの提供停止をされた契約者が、な

おその事実を解消しないとき
（２）第6条（サービス提供の停止等）の規定のいずれかに該当する場合で、その事実が当社の業務の

遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められる相当の理由があるとき
（３）当社又は契約者の責に帰すべからざる事由により当社の電気通信設備の変更を余儀なくされ、

かつ、電気通信回線の代替構築が困難でケーブルラインの継続ができないとき
２　当社は、前項の規定により、その契約を解除しようとするときは、あらかじめ契約者にそのことを通知
します。

３　当社は、第1項の規定により、その契約を解除しようとするときは、当社に帰する電気通信設備の資
産等を撤去いたします。ただし、撤去に伴い、契約者が所有若しくは占有する土地、建物その他の工
作物等の復旧を要する場合、契約者にその復旧に係る費用を負担していただきます。 

第10条（契約者に係る情報の取扱い）
当社は地域メディアとしての社会的責務に鑑み、当社代表取締役社長を個人情報管理責任者とし、厳正
な個人情報の管理を実施します。取得した個人情報の利用目的は、当社が公開するプライバシーポリ
シーとその関連事項に定め、また、ソフトバンクのプライバシーポリシーにも定めます。本規約の内容と
「プライバシーポリシー」の内容に矛盾が生じる場合は、本規約の規定が優先して適用されるものとしま
す。また、契約者であるお客様の個人情報に関する窓口業務を当社お客様センターで実施します。
２　当社がお客様の個人情報を利用する目的は以下の通りです。
（１）新サービス実施に必要な範囲において、業務提携先、業務委託先に限定した情報の提供
（２）サービスを開始、継続、又は終了するために必要な、施工監理・機器管理・システム管理・番組供

給・課金管理・料金請求・障害対応などの業務遂行
（３）ケーブルラインの不具合解析やWMTAの交換・故障修理を行う場合、接続機器製造事業者に

対し以下の情報を提供するものとします。
 提供先（接続機器製造事業者）：サーコム・ジャパン株式会社
 目的：機器の修理及び故障原因の解析のため
 対象情報：①機器の製造番号（MACアドレス）等
              ②端末内に保存されたシステムログ及び通信ログ（故障により消去できない場合に限る）
 当社は解析結果や修理状況をサーコム・ジャパン株式会社から取得することができるものとします。
（４）お客様のサービス利用に関連した、問い合わせ・相談・苦情対応、アフターサービス・点検業務・

サポート、番組ガイド・メンテナンス情報などの送付
（５）電子メール、ダイレクトメールなどを通した、当社が提供する商品・広告・サービスに関する情

報、 キャンペーン・フェア・催事に関する情報、アンケート、モニターに関する情報の提供、当社の
販売促進活動

（６）サービスの新規企画・開発、顧客満足度の向上を目的とした調査分析
（７）個人を識別できない開示用統計データの作成
上記以外の目的で利用する場合は事前にお客様の同意を得るものとします。

３　当社はお客様が、ＮＨＫ団体一括支払いサービス、デジタルサービス、オプションチャンネルおよび光
インターネットサービスにお申込みの場合は、お客様の個人情報をそれぞれ日本放送協会、番組供
給会社、インターネット運営会社に提供します。また、サービス利用に係わる債権・債務の特定、支払
いおよび回収のため必要な範囲で、お客様の個人情報を業務提携先、業務委託先、金融機関等に提
供します。

 ４　当社はお客様が転居の際、転居先ＣＡＴＶ会社への紹介サービスをご希望いただいた場合、お客
様の個人情報を転居先ＣＡＴＶ会社、紹介システムを運用する日本デジタル配信株式会社に提供
します。

 5　当社は前三項及び個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第23条第1項第一号か
ら第四号に該当する場合を除いて、お客様の同意なしにお客様の個人情報を第三者に提供すること
はありません。

 6　当社はお客様に必要なサービスを提供するために、以下の業務で個人情報の預託を実施します。
（１）サービス開始・維持・終了にともなう工事、機器設置・回収業務
（２）通信・ネットワークの設定、管理業務
（３）番組ガイド・請求書・連絡文書などの配送業務
（４）ダイレクトメールなどの販売促進業務
（５）ヘルプデスク業務
（６）料金督促業務

 7　お客様から当社への個人情報のご提供は任意ですが、ご提供いただけない場合、当社のサービス提
供ができない場合があります。

 8　お客様の個人情報の開示・訂正・削除・苦情などは当社お客様センター（フリーダイヤル０１２０－４０
－１１７３）にてうけたまわっております。

第11条（秘密保持） 
当社は、ケーブルラインの提供により知り得た契約者のケーブルライン利用状況等を、契約者の事前承
諾のある場合、又は公的機関の照会等法律に基づく要請がある場合を除き、第三者に漏洩しないものと
します。

第12条（規約の変更） 
本規約の各条項は、社会情勢の変化その他の合理的必要性がある場合には、契約の目的に反せず、か
つ、相当な範囲において、変更できるものとします。
２　前項による本規約の変更に際しては、変更後の規約の内容と適用開始日を、店頭表示、インターネッ
トその他相当の方法であらかじめ公表するものとし、公表の際に定める相当な期間を経過した日か
ら適用されるものとします。

附則
1　本規約は、2024年10月1日より施行します。
2　本規約実施前に、支払い又は支払わなければならなかった利用料その他の債務については、なお従
前のとおりとします。

光端末設備貸出サービスに関する契約条項

第１条（WMTA機器の貸出） 
当社は、契約者に対し、その契約者との間で締結しているケーブルラインの契約につき、当社が別途指定
するWMTA機器（種類の異なる複数のネットワークを接続するための機器であって、通信プロトコル変
換及びＩＰルーティング等の機能を有するものをいいます。以下「WMTA機器」 という。）を無償で貸与し
ます。 

第２条（WMTA機器の設置及び撤去等）
1　当社は、前条に基づき契約者に貸与するWMTA機器を契約者が指定した設置場所（ただし、ケーブ
ルラインの提供を受けることができる場所に限ります。）に設置し、その設置した日から契約者に対す
る当該WMTA機器の貸与が開始されるものとします。

２　契約者は、WMTA機器と契約者の機器とを接続しようとするときは、その接続方法及び設定内容等
について当社の指示に従うものとします。

３　WMTA機器と契約者の機器との接続に必要となる物品等及びWMTA機器を使用するにあたり必
要となる電源等は、契約者の責任と費用負担で準備するものとします。

４　当社は契約者に対して、貸与開始においてWMTA機器が正常な機能を備えていることのみを担保
し、WMTA機器の商品性及び契約者の使用目的への適合性については一切担保しません。

第３条（WMTA機器の使用及び保管等） 
１　契約者は、WMTA機器を善良なる管理者の注意をもって使用及び保管するものとします。
２　契約者は、WMTA機器を第三者に譲渡し、転貸し、自己若しくは第三者のための担保として提供し
又は使用させ、WMTA機器を改造若しくは改変し又は契約者が利用契約において指定した当該
WMTA機器の設置場所以外の場所に移転してはならないものとします。また、契約者は、ケーブルラ
インを利用する目的以外にWMTA機器を使用してはならないものとします。

３　契約者は、WMTA機器に故障、滅失又は毀損等が生じたときは、直ちに、その旨を当社に通知しま
す。当社はその通知を受領後、故障品と同一機種若しくはほぼ同等の機能を有する正常なWMTA機
器を提供し、契約者は、故障、毀損等の生じたWMTA機器を当社に返却するものとします。

４　前項の規定にかかわらず、当社は、契約者の責に帰すべき事由によりWMTA機器に故障、滅失又は
毀損等が生じたときは、契約者に対し、当社が別に定める額を請求できるものとします。 

第４条（WMTA機器の返還等） 
１　契約者は、解約等の理由でWMTA機器の返却が必要になった場合には、その旨を速やかに当社に
連絡し、WMTA機器の返還にかかわる工事の依頼を行うこととします。

２　WMTA機器の返還にかかわる工事は、当社又は当社が指定する業者が行うものとします。 

第５条（責任の範囲）
１　当社は、当社の責めに帰すべき事由に基づくWMTA機器の故障、滅失又は毀損等により契約者が損
害を被った場合、ケーブルライン電話約款に規定されたケーブルラインに係る月額料金に相当する
額を限度としてその損害を賠償します。但し、当社に故意又は重大な過失がある場合は、この限りで
はありません。

２　当社は、端末設備の修理等にあたって当社の責めに帰すべき事由により契約者の機器その他の物品
等に損害を与えた場合、ケーブルライン電話約款に規定されたケーブルラインに係る月額料金に相
当する額を限度としてその損害を賠償します。但し、当社に故意または重大な過失がある場合は、こ
の限りではありません。

３　前二項の場合において、当社は、当社の責めに帰すべからざる事由により契約者が被った損害につい
て、その責任を一切負わないものとします。

４　当社は、契約者の責めに帰すべからざる事由によりWMTA機器を全く使用することができない状態
（WMTA機器を全く使用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）が生じた場合に、そ
のことを当社が知った時刻から起算して２４時間以上その状態が連続したときは、そのことを当社が
知った時刻以降の使用できなかった時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）について、２４時
間ごとに日数を計算し、その日数に対応するケーブルライン電話約款に規定されたケーブルラインに
係る月額料金の支払いを要しないものとします。但し、当社の故意又は重大な過失により、WMTA機
器を全く利用できない状態が生じたときは、そのことを当社が知った時刻以降の使用できなかった
時間について、その時間に対応するケーブルライン電話約款に規定されたケーブルラインに係る月
額料金の支払いを要しないものとします。 

附則
本条項は2022年11月1日より実施します。

ケーブルライン規約　株式会社ベイ・コミュニケーションズ

※ケーブルラインのご利用に関しては、Baycom光NET/光ZAQの契約が条件となります。
※Baycom光NET/光ZAQの料金には端末接続装置（D-ONU）レンタル料（月額297円）を含みます。
（注）料金表金額には消費税等相当額を含みます。

別表 【料金表-ケーブルライン】

新規加入手数料
開設工事費

その他の工事費
請求書等発行手数料

2,200円
3,300円
35,640円
実費
220円～/1通につき

初回登録時のみ

WMTA機器設置工事費
標準外の引込工事など

項　目 料金額 備　考


